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平成２８年版 情報通信白書の公表にあたって 

総務大臣 

 今回の情報通信白書は、特集のテーマを、「ＩｏＴ・ビッグデータ・ＡＩ ～ネットワークとデータが創造する新たな価値
～」と設定し、ＩＣＴによるイノベーションと経済成長への貢献について、ＩｏＴの進展状況を踏まえながら分析するとともに、
それがもたらす今後の可能性についても展望しています。また、IoT時代における新製品・サービスの紹介や利用動向、
さらに、人工知能の進化が雇用等に与える影響についても検証しています。 

 情報通信白書は、昭和48年から今回で第44回目の刊行となりました。本白書が広く国民の皆様方に活用され、日本
の情報通信に対するご理解を一層深めていただく上での一助となることを願っております。 

                                                                平成28年7月 

注：平成28年７月29日の閣議において、高市総務大臣が「平成28年情報通信に関する現状報告」（平成28年版情報通信白書）」について
報告を行いました。 



平成28年版情報通信白書について 

第４章 ＩＣＴの進化と未来の仕事 

第３章 ＩｏＴ時代の新製品・サービス 

第１節 ＩｏＴ時代の新たなサービス 第２節 スマートフォンの普及とＩＣＴ利活用 
第３節 公共分野におけるＩＣＴ利活用 第４節 外国人から見た日本の文化・ＩＣＴ 
 

第１節 ＩＣＴの進化と雇用 第２節 人工知能（ＡＩ）の現状と未来 第３節 人工知能（ＡＩ）の進化が雇用等に与える影響  
第４節 必要とされるスキルの変化と求められる人材・教育のあり方 

特集  「IoT・ビッグデータ・AI ～ネットワークとデータが創造する新たな価値～」 

※このほか、第５章、第６章において、ICT分野の基本データ（市場動向等）と総務省のICT政策（最新動向）を掲載。 
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第１節 少子高齢化等我が国が抱える課題の解決とＩＣＴ 第２節 経済成長へのＩＣＴの貢献～その具体的経路と事例分析～ 
第３節 経済成長へのＩＣＴの貢献～定量的・総合的な検証～ 第４節 経済社会に対するＩＣＴの多面的貢献 

第１章 ＩＣＴによるイノベーションと経済成長 

第２章 ＩｏＴ時代におけるＩＣＴ産業動向分析 

第１節 ＩＣＴ産業の現状とその構造の再整理 第２節 市場規模等の定量的な検証  
第３節 国内外のＩｏＴ進展状況 



IoT・ビッグデータ・AI ～ネットワークとデータが創造する新たな価値～ 3 

現実世界 

センシング、デジタル化、データの変換・抽出等 
利活用サービス 

AI 

データが蓄積 

ビッグデータ 

データを基に分析 サイバー空間 

社会課題 

分析結果や結果に基づく制御 

社会課題の解決 

現実世界のデータを送信 

現実世界へのフィードバック
（新たな価値の創造） 様々なモノ・機械・ヒト 

EMS 
自動運転 

スマート 
ファクトリー 

ヘルスケア 

労働力不足 
医療費増大 

資源枯渇 
介護負担増大 

○少子高齢化やそれに伴う人口減少は、我が国経済の供給面と需要面の双方にマイナスの影響を与え、中長期的な経済成長を阻
害する可能性がある。 

○ＩｏＴ等の新たなＩＣＴは、企業の生産性向上や新たな商品やサービスの創造等を通じて、より一層重要な役割を果たすことが期待さ
れている。 

○データの流通を通じた価値創造や課題解決を実現するためには、サイバーセキュリティの確保が重要な前提となる。 



ICT投資の現状 
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○我が国の大きな課題の一つである少子高齢化による労働力不足に対処するためには、積極的なICT投資を行い生産性向上等を
図っていくことが重要。 

○これまでの日本企業の主なICT投資は、業務効率化及びコスト削減の実現を目的とした「守りのICT投資」。一方米国企業は、「ICT
による製品／サービス開発強化」、「ICTを活用したビジネスモデル変革」などを目的とした「攻めのICT投資」により、ＩＣＴ製品、サービ
スで先行。 

○今後の日本企業のＩＣＴ投資は、ハードからソフトやサービスへとシフトする見通しであり、クラウドなど生産性向上に寄与するICTの
導入が進む可能性がある。 

今後の日本企業のICT投資（内訳）の見通し 
これまでのIT予算を増額する企業における増額予算の用途 

（日米比較） 

※出典：一般社団法人 電子情報技術産業協会（JEITA）、IDC Japan（株） 
「ITを活用した経営に対する日米企業の相違分析」調査結果（2013年10月） 

（クラウドサービス等） 

第１章 ＩＣＴによるイノベーションと経済成長 



             経済成長へのＩＣＴの貢献 ～定量的・総合的な検証～ 

○ＩｏＴ・ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ・ＡＩ等のＩＣＴ投資等が進展すれば我が国経済成長は加速し、2020年度時点で実質ＧＤＰ約33.1兆円の押し上げ
効果が見込まれる。 

○成長要因別にみると、ＴＦＰ（全要素生産性）※の寄与度が大きい。ＩＣＴはＴＦＰの寄与度をさらに高める効果が期待される。 

(兆円) 

ＩＣＴ成長による実質ＧＤＰへのインパクト 

<ICT成長シナリオ> 
• 企業向けアンケート調査（公務を除く全業種）の結果を採用。同調査では、ICTによる経済貢献について具体的に示した上で、当

該ICTの進化によって2020年度までに自社の「ICT投資」「労働者数」「労働生産性」がどの程度変化するかを調査。 
• 下記ベースシナリオの2020年度の就業者数、実質設備投資、TFPの値を基に、アンケート調査による変化率を適用して推計。 

<ベースシナリオ> 
• 内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成28年1月21日）の「ベースラインケース」を採用。同試算では2017年度の消費税

率引き上げ（8％→10％）が考慮されている。 
• 2015年度以降の実質GDP成長率を、業種別に労働寄与度、資本寄与度、TFP寄与度に分解するに当たり、労働者数は、JILPTの

労働力需給推計の予測値（労働参加漸進ケース）を基準に業種別の就業者数の伸びを設定。労働分配率はSNA産業連関表
(H25年度)より算出。 

• 実質資本ストックは、JIPデータベースより「部門別実質純資本ストック」を参照し、業種別の実質設備投資伸び率および除却率
を2010年度以降の平均値で据え置いて算出。 

• TFP寄与度は、残差として算出。 

成長要因の分解（ICT成長シナリオ） 

年度 

予測 

注：2017年の変動は消費税引き上げによる影響を考慮 

※ＴＦＰ（Total Factor Productivity）：生産要素（労働、資本）以外で付加価値増に寄与する部分。具体的には、技術の進歩、労働者のスキル向上、経営効率や組織運営効率の改善など。 

成長の要因としては 
ＴＦＰの寄与度が大きい 
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第１章 ＩＣＴによるイノベーションと経済成長 



                 ICTがもたらす非貨幣的価値（消費者アンケート調査結果） 6 

○ICTの価値は企業側と消費者側それぞれにもたらされるが、企業側は最終的にGDPの増加等として既存統計でとらえられるのに対し、消費者側は既存
統計でとらえられていない部分（非貨幣的価値）がある。 

○消費者側にもたらされるICTの非貨幣的価値として、①消費者余剰、②時間の節約、③情報資産（レビュー等）に着目して分析し、以下の結果を得た。 

 ①消費者余剰（消費者が支払っても良いと考える価格と、実際に支払われている価格との差）について、音楽・動画視聴サービスを事例に分析すると、   

 利用者は1ヶ月あたり150円～200円程度の余剰を得ている。 

 ②時間の節約について、ネットショッピングを事例に分析すると、1回あたり40分～1時間程度の節約になった。 

 ③情報資産（レビュー）について、ネットショッピングを事例に分析すると、8割以上の利用者がレビューによって購入する商品を決定した経験がある。 

ネット利用人口 
（人） 

音楽・動画視聴 
サービス 
利用率 

1人あたり 
消費者余剰額 
（1ヶ月、円） 

消費者余剰額
（年間、億円） 

20代 12,583,190 86.1% 204.2 265.4 
30代 15,165,910 77.6% 158.4 223.8 
40代 17,986,280 71.2% 156.9 241.2 
50代 14,196,520 70.0% 168.1 200.5 
60代 13,773,720 58.2% 172.6 166.2 
合計 1097.1 

①消費者余剰（音楽・動画視聴サービス、年間） 
 1人あたり消費者余剰額は20代が最も大きく、30代及び40代が小さく、以降は年代が高くな
るにつれて消費者余剰額も大きくなる傾向となった。 

 サービスの利用率なども踏まえ、年間の消費者余剰額を推計すると合計でおよそ1097億円。 
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③情報資産（インターネットショッピングサービス 
（レビューを読んだことで購入する商品を決定した経験）） 

 8割以上の利用者がレビューによって購入する商品を決定した経験が
あり、若者ほど経験がやや多い。 

第１章まとめ：ＩＣＴは経済成長に強力に寄与する潜在的な可能性を秘めている。加えて、ＩＣＴの非貨幣的価値は高まっており、従
来以上に消費者に寄り添ったサービス提供が重要である。 

第１章 ＩＣＴによるイノベーションと経済成長 



     IoT進展度に関する国際比較① 

○新たなＩＣＴのうちＩｏＴについて、日本、米国、英国、ドイツ、中国、韓国の企業アンケート結果に基づき、各国の導入状況等を
比較した。 

○日本はインフラ整備状況に比して、ＩｏＴを活用した業務効率化などの状況を総合的にあらわした、IoT進展指標が低い。 

IoT進展指数（企業アンケートより） 

プロセス 

IoTソリューション導入率 

IoTソリューション導入済み企業のIoT関連
設備投資額（売上比） 

プロダクト 

IoT財・サービス提供率 

IoT財・サービス提供中の企業のIoT財・
サービスの売上（売上比） 

無線通信インフラ関連指数（ITU*） 

人口100人当たりの携帯電話契約数 

人口100人当たりのモバイルBB契約数 

*出所：ITU 「ICT Development Index」より 

 IoT進展指標 
（IoTを活用した業務効率化（プロセス）や、潜在需要を
喚起する新商品・サービスの開発・提供（プロダクト）状
況を総合的にあらわしたもの。） 

 無線通信に係るインフラの整備状況 

IoT進展指数と無線通信インフラ関連指数の関係 

7 第２章 ＩｏＴ時代におけるＩＣＴ産業動向分析 
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IoT進展度に係る国際比較② 
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①IoT導入状況（2015年）と②今後の導入意向（2020年） 
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○日本企業のデータ利活用は、収集・蓄積の段階で止まっている。また、ＩｏＴによる市場拡大に関する予測についても、各国と比較して相対的に低い。 

○このため、2015年から2020年にかけては、各国共にプロセス、プロダクトに隔たりなくIｏＴの導入が進み、全体の導入率は２～３倍になることが予測さ
れる一方、相対的に日本はＩｏＴ導入意向が低く、今後他国と差が開いてしまうおそれがある。 

日本企業のデータ利活用状況 

2020年におけるＩｏＴによる自産業の市場拡大に関する予測 

第２章 ＩｏＴ時代におけるＩＣＴ産業動向分析 
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               IoT進展度に係る国際比較（IoTの進展に係る課題）③ 

○インフラ周りの整備はどの国でも課題だが、市場の創出や資金面での課題は国ごとにばらつきがあるため、これらの要素が進展
度に影響を与えていると考えられる。 
○日本はインフラ面については、諸外国と比較して課題と感じている企業が少ない。一方で人材の育成が諸外国と比べて重大な課
題となっている。人材の育成やユーザ企業へのIoTのユースケースの紹介等、IoT利活用を進める必要がある。 
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●人材：「人材育成」 
●資金：「普及促進に係る政
策・支援」「資金調達」 
●市場：「新規市場の創出」
「既存市場でのビジネスモデル
確立」 
●ルール：「データ流通に係る
ルールの整備」「標準化」 
●インフラ：「ネットワークの高
度化・仮想化」「ネットワークイン
フラ整備」 「端末・センサーの普
及」 

第２章まとめ：ＩｏＴについては、日本企業の導入意向は相対的に十分でなく、新たなＩＣＴの潜在力を発揮するために人材育成などの
課題を解決する必要がある。 

米国 

第２章 ＩｏＴ時代におけるＩＣＴ産業動向分析 

*偏差値を平均で割ったもの。変動係数が小さいほど各国が共通して課題と認識しており、変動
係数が大きくなるほど国ごとで課題認識に差がある。 



注  

注：白書では節の末尾に度々コラム「政策フォーカス」を入れており、こちらは第２章第３節末尾のものです。 

IoT/ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信政策 
 
 IoT/ビッグデータ/AI等の発展による世界的な産業構造の変革にあたって、IoT時代に対
応した新たな生産プロセスの開発やサプライチェーン全体の最適化を目指し、官民を挙げ
た取組が各国で本格化する中、我が国においても、産学官の連携によるIoT推進体制とし
て、平成27年10月に「IoT推進コンソーシアム」が設立された。 
 

IoT推進コンソーシアム設立総会 

「Ｇ７香川・高松情報通信大臣会合」 
 
 ２０１６年（平成28年）５月２６日、２７日に開催された伊勢志摩サミットの関係大臣会合の１つとして、4月
29日及び30日の2日間、香川県高松市において、「G7香川・高松情報通信大臣会合」が開催された。 
 Ｇ７としては２１年ぶりの情報通信大臣会合であり、四国で初めて開催されたＧ７会合となった本会合に
は、我が国、カナダ、フランス、ドイツ、イタリア、イギリス、アメリカ及び欧州委員会（ＥＵ）のほか、オブザー
バーとして国際電気通信連合（ＩＴＵ）及び経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）が参加した。 
 高市総務大臣が議長を務め、ＩｏＴやＡＩなどの新たなＩＣＴの普及する社会における経済成長の推進やセ
キュリティの確保等につき議論を行い、その成果として、あらゆる人やモノがグローバルにつながる「デジタ
ル連結世界」の実現に向けた基本理念や行動指針をまとめた「憲章」 と「共同宣言」 及び「協調行動集」
（共同宣言の附属書） の3つの成果文書を採択した。 

 
G7情報通信大臣会合の模様 
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                  FinTech、シェアリングエコノミーの各サービスの認知度・利用意向・利用率 11 

○Fintech等ICTによる新たな商品・サービスは、需要創出の面で経済成長に貢献。 

○しかし、日本、米国、英国等の消費者アンケート調査結果によると、日本は各国と比較して、新たなサービスの認知度・利用意
向等低い傾向。 

○我が国の民泊の利用意向は、2015年調査では26.0％、2016年調査では31.6％となった。 

※ 国や属性（性別・年代別等）によっては、回答に偏りが生じている可能性がある。例えば、インターネットの普及が途上段階である中国については、情報通信機器を積極的に利用する者や、
アーリーアダプターと言われる新技術を初期から使う者が回答した割合が他国より高い可能性があり、それが調査に影響している可能性がある。 

フィンテック（FinTech）の代表的サービス シェアリング・エコノミーの代表的サービス（民泊） 

5.6 20.4 26.0 

0 % 20 % 40 % 60 % 80 % 100 %

日本

民泊の利用意向（2015年日本）
利用したい 利用を検討してもよい 利用意向

単位：％

参考：民泊の利用意向調査（2015） 

※ 2015年調査と2016年調査は、質問の仕方（前者の選択肢は「利用したい」「利用
を検討してもよい」「あまり利用したくない」「利用したくない」、後者の選択肢は「有料
でも利用したい」「無料なら利用したい」「利用したいと思わない」）等が異なる。 

第３章 ＩｏＴ時代の新製品・サービス 



単位：％

企業が責任をもっ
て提供するサービス
の方が信頼できる
から

利用者の口コミによ
るサービス評価には
限界があると思うか
ら

事故やトラブル時の
対応に不安がある
から

サービスの内容や
使い方がわかりにく
そうだから

個人情報の事前
登録などの手続が
わずらわしいから

この中にはない ｎ

利用意向なし 31.5 6.1 53.6 11.6 19.0 22.7 680
利用意向あり 25.7 15.4 44.1 11.1 18.3 16.2 320
利用意向なし 33.8 9.6 32.5 7.0 5.4 45.1 461
利用意向あり 54.0 21.5 28.7 10.2 7.5 10.6 539
利用意向なし 31.2 12.3 33.6 5.7 8.2 40.3 567
利用意向あり 38.7 31.1 28.6 8.4 5.1 10.7 433
利用意向なし 21.0 5.8 31.7 4.7 9.0 40.7 567
利用意向あり 21.3 19.2 30.0 7.2 7.0 26.2 433
利用意向なし 27.9 22.8 55.9 15.2 21.6 12.4 225
利用意向あり 36.7 30.7 36.2 16.5 12.8 7.0 775
利用意向なし 12.2 24.2 45.0 12.7 20.7 22.9 164
利用意向あり 41.8 20.1 26.2 14.0 14.7 10.8 836

中国

日本

米国

英国

ドイツ

韓国

                シェアリング・エコノミー（民泊）のデメリット・利用したくない理由 12 

民泊のデメリット・利用したくない理由（各国比較） 

○我が国では、シェアリング・エコノミー（民泊）のデメリット・利用したくない理由として、「事故やトラブル時の対応に不安がある
から」が特に多くなっている。 

○国ごとの利用意向有無別の比較結果を見ると、利用の進展、ユーザへの認知や理解に応じて、デメリットや利用したくない理
由が変遷している可能性がうかがえる。認知や理解が進み、また、具体的な成功事例が示されることで利用者の不安が徐々に
軽減され、利用が進む可能性が考えられる。 

第３章 ＩｏＴ時代の新製品・サービス 



スマートフォン・タブレット等の利用率 13 

○我が国において、Fintech等新たな商品・サービスの認知度等は、スマートフォンの利用率と連関していると考えられる。現状、我が国のス
マートフォンの利用率は他国と比べ低くなっている。 

○スマートフォン利用率は、我が国の調査対象者が約６割、米国、英国及びドイツが約８割、韓国及び中国が９割台後半となっている。 

○中でも我が国では、米英独と同様、20代及び30代はスマートフォンの利用率が高く、50代及び60代ではフィーチャーフォンの利用率が高く
なっている。 

単位：％ スマートフォン フィーチャーフォン タブレット

［日本］

全体加重平均 60.2% 41.9% 19.5%
20代(N=200) 87.0% 20.0% 19.5%

30代(N=200) 73.0% 31.0% 25.0%

40代(N=200) 60.0% 42.5% 21.0%

50代(N=200) 54.0% 47.5% 18.5%

60代(N=200) 35.0% 62.0% 14.0%

［米国］

全体加重平均 78.6% 18.4% 57.2%
20代(N=200) 92.5% 8.5% 67.0%

30代(N=200) 94.5% 11.5% 76.5%

40代(N=200) 83.0% 17.0% 57.0%

50代(N=200) 61.5% 23.0% 45.5%

60代(N=200) 58.5% 35.0% 37.0%

［英国］

全体加重平均 82.3% 13.9% 55.6%
20代(N=200) 95.5% 4.5% 61.5%

30代(N=200) 92.5% 7.5% 66.0%

40代(N=200) 85.0% 12.0% 52.5%

50代(N=200) 71.0% 21.5% 46.0%

60代(N=200) 64.5% 26.0% 51.5%

［ドイツ］

全体加重平均 82.3% 20.2% 45.8%
20代(N=200) 97.5% 9.5% 52.0%

30代(N=200) 94.0% 9.0% 56.5%

40代(N=200) 85.5% 15.5% 46.0%

50代(N=200) 74.0% 30.0% 44.5%

60代(N=200) 62.0% 35.5% 29.5%

［韓国］

全体加重平均 96.6% 7.8% 34.1%
20代(N=200) 100.0% 3.5% 31.0%

30代(N=200) 97.0% 7.5% 43.5%

40代(N=200) 96.0% 9.5% 37.5%

50代(N=200) 97.0% 7.0% 30.0%

60代(N=200) 91.5% 12.5% 24.5%

［中国］

全体加重平均 98.3% 5.0% 47.3%
20代(N=200) 98.5% 3.0% 49.5%

30代(N=200) 100.0% 2.5% 57.5%

40代(N=200) 98.0% 6.0% 46.0%

50代(N=213) 97.7% 5.6% 44.1%

60代(N=187) 96.8% 9.6% 34.8%

第３章まとめ：ICTを利活用した新たな商品・サービスは、需要創出による経済成長への貢献が期待できるが、現状、日本の消費者
の認知度等は低いため、情報提供や不安の軽減が必要。 

第３章 ＩｏＴ時代の新製品・サービス 



人工知能（AI）と雇用への影響 14 

人工知能（AI）※の導入・利活用拡大 

雇用へ 
の影響 

雇用の補完 
産業競争力への直結 

による雇用の維持・拡大 

女性・高齢者等の 
就労環境の改善 

機械化可能性 
が高い職種 

機械化可能性 

が低い職種 

新しく創出 
される職種 

AI導入当初 AIの利活用拡大 

AIの業務効率・生産性の向上効果により、 
機械化可能性が高い職種のタスク量が減少 

AIの新規事業創出効果により、 
新しく創出される職種のタスク量が増加 

AIの利活用にいち早く取
り組んだ企業が、産業競
争力を向上させることによ
り、雇用が維持・拡大され
る 
 

AIを効率的に使った生産
性の高い仕事に転換す
ることにより、長時間労
働を前提としないフレキ
シブルな働き方が可能と
なり、女性や高齢者等の
活躍の場が拡がる 

タスク量 
の変化 

少子高齢化の進展に伴
い、不足する労働力供給
が、 AIやAIと一緒に働く
人間、AIによりタスク量が
減少した人間によって補
完される 

雇用の一部代替 

仕事のすべて、つまりは
雇用が奪われるのではな
く、仕事のうちAI活用と比
べて同じ生産性でコスト
が割高となる一部のタス
クのみが、AIに取って代
わられる 

1 2 3 4 

『AIを導入・普及さ
せるために必要な
仕事』と『AIを活用
した新しい仕事』の
２種類の仕事によ
り、タスク量が増加 

（但し、日本企業にとって、 デジタ
ル化や業務プロセス最適化への
対応の遅れが、 AIの導入・利活用
の足かせになりやすい） 

※ 「知的な機械、特に、知的なコンピュータプログラムを作る科学と技術」（（社）人工知能学会ＨＰ） 

第４章 ＩＣＴの進化と未来の仕事 



             人工知能（AI）への対応（日米就労者アンケート調査結果） 15 

人工知能（AI）の普及に向けた今後の対応・準備 

日本では、「対応・準備については、特に何も行わ
ない」とする者が多くみられる。他方、米国では、
「人工知能（AI）の知識・スキルを習得するなど、人
工知能（AI）を使う側に立って、今の仕事・業務を続
けようと対応・準備する」とする者が多くみられる。 

今後、自分自身が取得したい人工知能（AI）活用スキルや
自分の子どもに習得させたい人工知能（AI）活用スキル 

習得したいスキルを日米で比較した場合、日本は、いず
れにおいても、米国よりも各種人工知能（AI）活用スキル
の習得意欲が低い。 

第４章 ＩＣＴの進化と未来の仕事 
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              学習環境や支援制度に対するニーズ（日米就労者アンケート） 16 

AI（人工知能）活用スキルを取得するための学習環境や支援制度に対するニーズ 

AI（人工知能）活用スキルを取得するための学習環境や支援制度について、日米双方で、「大学等高等教育機関における教育・
研究の充実」が必要とする者が多くみられる。加えて、米国では、「企業における自己啓発に関する支援制度」を必要とする者も
多い。 

第４章まとめ：日本の就労者は米国よりも、対応・準備の遅れが目立つ。来るIoT時代に向け、自己啓発支援制度による就労者の再
教育の充実などにより、AI活用に向けた姿勢・スタンスを学ぶことや、AIに対する苦手意識を取り除くことが重要。 

第４章 ＩＣＴの進化と未来の仕事 



総 括 17 

○ ＩＣＴの積極的な利活用により、経済成長は加速する。その中核となるのは、ＡＩを活用したＩｏＴであり、デー

タ（ビッグデータ）の収集・活用がキーとなる。 

 

○これらのＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩなどの新たなＩＣＴは、企業の生産性向上や新たな需要の創出などを通じて、

経済成長への大きな貢献が期待できる。 

 

○しかし、企業アンケートや消費者アンケートによると、米英等と比較して、日本の企業は新たなＩＣＴ投資の意

向が相対的に十分でなく、また、日本の消費者はＩＣＴを活用した新たな商品・サービスの認知度等が相対的に

低いことが浮き彫りになった。 

 

○さらに、日本の就労者は、今後職場に浸透するであろうＡＩに対して、米国よりも、対応・準備の遅れが目立

つ結果となった。 

 

○来るＩｏＴ時代に向け、経済成長の中核となるＩｏＴ活用に我が国が乗り遅れることのないよう、企業や就労者

がそれぞれ人材育成等の課題にしっかり対応することが重要である。 
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• ロボット・人工知能（ＡＩ）等のＩＣＴ活用による労働力向上に係る

取り組み 
 

【第１章第２節】 IＣＴによる経済貢献経路（３） 
新商品・新サービスによる需要創出･････････････････７ 

①スマートホーム（エネルギー系） 
②コネクテッドカー（テレマティクス保険） 
③ICTを通じた消費の促進 
 

【第１章第２節】 IＣＴによる経済貢献経路（４） 
グローバル需要の取り込み･････････････････････････８ 

• 我が国国際収支の推移／ＩＣＴレイヤー別に見る主な海外展開方法 
• 企業の海外展開の形態／海外展開におけるICTとの関わり 
• インバウンド需要の推移／ICTを活用したインバウンド対策（業種別） 

 
【第１章第３節】 経済成長へのＩＣＴの貢献～定量的な検証･･････････９ 

• 経済成長及び労働生産性へのＩＣＴによる貢献 
• ＩＣＴ成長シナリオにおける実質ＧＤＰの押し上げ効果 他 

 
【第１章第４節】 経済社会に対するＩＣＴの多面的な貢献･･･････････10 

• 消費者余剰 
• 時間の節約 
• 情報資産 
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【第４章第１節】  ＩＣＴの進化と雇用、働き方････････21 
• 就労者におけるテレワークの認知度（日米） 
• 就労者におけるテレワークの実施意向（認知度別） 
• 就労者におけるシェアリングエコノミー型ワークの実施意向（日米） 
• 就労者におけるデジタルファブリケーションの認知度（日米） 
• 魅力を感じる働き方（日米） 

 
【第４章第２節】  人工知能（AI）の現状と未来････････22 
• 人工知能（AI）の発展と利活用の進化（※専門家が想定する一例） 

• 人工知能（AI）のイメージ（日米） 
• 現在および将来の我が国の課題解決における人工知能（AI）活用の寄与

度 
• 人工知能（AI）の利活用が望ましい分野 
 
【第４章第３節】  人工知能（AI）の進化が雇用等に与える影響①･････23 
• 職場への人工知能（AI）導入の有無および計画状況 
• 人工知能（AI）が果たす役割・機能 
• 自分の職場への人工知能（AI）導入についての賛否 
 
【第４章第３節】  人工知能（AI）の進化が雇用等に与える影響②･････24 
• 人工知能（AI）導入で想定される雇用への影響 
• 人工知能（AI）の導入・普及が我が国の雇用にもたらす影響 
• 職場への人工知能（AI）導入による仕事に対する意欲への影響 
 
【第４章第４節】  必要とされるスキルの変化と求められる教育・人材育
成のあり方････････････････････････25 
• 人工知能（AI）の普及に向けた今後の対応・準備 
• 人工知能（AI）活用スキルを取得するための学習環境や支援制度に対す

るニーズ 
• 企業における人工知能（AI）の利用環境整備の例 
• 人工知能（AI）の研究開発や社会への普及における、政府に期待される

役割 

【第３章第１節】 ＩｏＴ時代の新たなサービス①････････････････････17 
• ＦｉｎＴｅｃｈ 
• シェアリング・エコノミー 
• サービスロボット 
• ウェアラブルデバイス 

 
【第３章第１節】 ＩｏＴ時代の新たなサービス②････････････････････18 

• 決済・送金サービス及び個人向け資産管理サービスの 
認知度・利用意向・利用率 

• 民泊サービス等の認知度・利用意向 
• 民泊サービスのデメリット・利用したくない理由（各国比較） 
 

【第３章第２節】 スマートフォンの普及とＩＣＴ利活用･･････････････19 
• 普段、私的な用途のために利用している端末 
• ソーシャルメディアの利用状況 

 
【第３章第３節】 公共分野における先端的ＩＣＴ利活用事例･･････････20 

• 医療分野（医療従事者向けモバイルアプリJoin） 
• 個人によるパーソナルデータの分散管理 
• 教育分野(スタディサプリ) 
• 防災・減災分野（平成28年熊本地震の例） 
 

※本資料中の各図表の出典については、平成28年版情報通信白書の本文をご参照ください。 



3 【第1章第１節】 少子高齢化等我が国が抱える課題の解決とＩＣＴ 

● 少子高齢化やそれに伴う人口減少は、我が国経済の供給面と需要面の双方にマイナスの影響を与え、我が国の中長期的な
経済成長を阻害する可能性がある。 

● 様々なデータを収集し（ＩｏＴ）、蓄積し（ビッグデータ）、人工知能（ＡＩ）にて処理・分析することで、現状把握、予測、機器・サー
ビスの制御を行い、新たな価値の創造や課題解決に貢献することが期待される。 

我が国の人口の推移 IoT・ビッグデータ・AIが創造する新たな価値 

現実世界 

利活用サービス 

AI 
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～サイバーセキュリティの確保を前提として、データの流通を通じた価値創造や課題解決を実現 



4 【第1章第２節】 ＩＣＴによる経済貢献経路  

● 我が国が抱える少子高齢化等の課題を踏まえ、ICTが経済成長にどのように貢献するか、 
供給面、需要面のそれぞれについて、計４つの類型、計８つの経路に類型化し分析。 

● 供給面については、ICTによる経済成長への貢献度を明らかにするため、定量分析も行った（第３節参照）。 

供給 

需要 

持続的成長 
の実現 
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化
・
人
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減
少 国

内
需
要
の
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小
懸
念 
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投
入
の
減
少
傾
向 

(1)企業の生産性向上 
 （プロセス・イノベーション）  

(2)労働参加拡大と労働の質向上 

供給力強化 供給に係るICTの経済貢献経路 

(4)グローバル需要の取り込み 

(3)新商品・新サービスによる需要
創出 

 （プロダクト・イノベーション） 

需要力強化 

① ICTに係る投資 

② ICTに係る利活用 

③ ICTに係る労働参画の促進 

④ ICTに係る労働力向上 

需要に係るICTの経済貢献経路 

⑤ ICTに係る商品・サービスやビジネスの創出 

⑥ ICTを通じた消費の促進 

⑦ ICTに係る輸出や海外投資 

⑧ ICTを活用したインバウンド需要の喚起 

ICTによる経済貢献経路 
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【第1章第２節】 ＩＣＴによる経済貢献経路（１）企業の生産性向上（ＩＣＴに係る投資） 

● 1990年代の米国経済においては、ＩＣＴ投資を中心とした設備投資の拡大が長期的成長の要因と指摘されている。 
我が国も積極的なICT投資を行い生産性向上等を図っていくことが重要。 

● これまでの日本企業の主なICT投資は、業務効率化及びコスト削減の実現を目的とした「守りのICT投資」。一方米国企業は、
「ICTによる製品／サービス開発強化」、「ICTを活用したビジネスモデル変革」などを目的とした「攻めのICT投資」により、ＩＣＴ
製品、サービスで先行。 

● 今後のＩＣＴ投資の内訳は、ハードからソフトウェア、クラウドなどＩＣＴサービスへのシフトが予想される。 

IT予算を増額する企業における増額予算の用途 今後のICT投資（内訳）の見通し 
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● テレワーク等のＩＣＴを活用した就業形態は、多様で柔軟な働き方を可能とし労働参加率の向上にもつながる。 
また、ＩＣＴの進歩は雇用に求められるスキルと労働の質向上の観点からも重要になる。 

【第1章第２節】 ＩＣＴによる経済貢献経路（２）ＩＣＴによる労働参加拡大と労働の質向上 

Kiva Systemの物流倉庫内ロボット 企業におけるＩＣＴを活用した 
労働参画の促進の実施 
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（N=620） 

ロボット・人工知能（ＡＩ）等のＩＣＴ活用による 
労働力向上に係る取り組み 
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実施予定はないが、今後実施を検討したい 
実施していないが、今後実施する予定である 
既に実施している 

・ICTの労働参画の促進の実施状況をみると、
現状では「ICT人材の育成」が最も高く次い
で「サテライトオフィス」となっている。テ
レワークは現状約11％であり、情報通信業
以外の企業における推進強化が課題。 

・少ない労働投入量で生産性を向上させる取
り組みとして「自動化」「無人化」が挙げ
られる。 

・Amazonが導入したKiva Systemのロ
ボットは在庫棚を作業員に届けるものであ
り、物流の生産性を最大で4倍改善、
Amazonが一般的な注文を履行する場合の
費用（3.5ドル～3.75ドル）を20~40％
削減できる等の試算もある。 

・企業によるICTを活用した労働力の向上は、大企業
における実施や検討が進展。 

・業種別でみると、実施率（予定含む）の観点から
は、製造業や情報通信業が高いが、実施意向を含めて
みると、サービス業や商業・流通業などが高い。 
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● 様々な分野におけるICTの利活用が進展することで、ICTは供給面だけでなく、それに見合う需要の創出においても貢献する。 
● 例として、下記①～③のような先進的なＩＣＴ商品、サービス等による2020年時点のＧＤＰ創出効果は、１０．７兆円※  

【第1章第２節】 ＩＣＴによる経済貢献経路（３）新商品・新サービスによる需要創出 

②コネクテッドカー（テレマティクス保険） ①スマートホーム（エネルギー系） 

サービス製品事例： NEC「クラウド型HEMS」 

• 家庭のエネルギー等使用状況の確認サービスや分析・助言型、自律的制御
型等サービスの提供 

サービス製品事例： ホンダ「internavi」 

• 自動車の走行データ等に基づく運転方法助言型サービスや保険料金調整
サービスの提供 

③ICTを通じた消費の促進 

取り組み事例： セブン&アイ・ホールディングス「omni7」 

• ビッグデータの活用や、実店舗とECサイトの双方で商品購入・受け取り等、あら
ゆる機会を通じて消費を促進するオムニチャネル化も進展 

※消費者アンケートを基にした試算 

http://www.google.com/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjrie2DzN3MAhVC26YKHRTwAYIQjRwIBw&url=http://jpn.nec.com/energy/house/hems.html&psig=AFQjCNGWMyOiLdFTzSBwHYv2PdKzQuNsDA&ust=1463453700047834
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwje0taXlODMAhWiMqYKHVoaBGsQjRwIBw&url=http://shopping-tribe.com/news/22968/&psig=AFQjCNHXWed0k4YqxQo8DHY0DArdIUoDUw&ust=1463541670188301
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● 我が国の中長期的な海外成長のためには海外需要を積極的に取り込んでいくことが不可欠。 

【第1章第２節】 ＩＣＴによる経済貢献経路（４）グローバル需要の取り込み 

ＩＣＴレイヤー別に見る主な海外展開方法 

・海外展開の分類には、「輸出（貿易）」、
「直接投資」、「業務提携」が存在。 
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サービス業(N=26) 

ICTを活用したインバウンド対策（業種別） 

・我が国の国際収支は、貿易収支（輸出入）が減少傾
向、直接投資収益を含む第一次所得収支が増加傾向 
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現在(N=371) 今後5年(海外進出済)(N=371) 今後5年(今後進出予定)(N=39)

※割合は、海外進出済み又は海外進出を予定している企業（N=410）に対する割合
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ベースシナリオ（実質） ICT成長シナリオ（実質） 

● ＩｏＴ・ビッグデータ・ＡＩ等のＩＣＴ投資等が進展すれば、2020年度時点で実質ＧＤＰ約33.1兆円の押し上げ効果が見込まれる。 
● 成長要因別にみると、ＴＦＰ※（全要素生産性）の寄与度が大きい。ＩＣＴはＴＦＰの寄与度をさらに高める効果が期待される。 

【第1章第３節】 経済成長へのＩＣＴの貢献～定量的な検証 

経済成長及び労働生産性へのＩＣＴによる貢献 ＩＣＴ成長シナリオにおける実質ＧＤＰの押し上げ効果 

(兆円) 

年度 

予測 

ベース 
シナリオ 

経済が足元の潜在成長率並み
で将来にわたって推移 
※内閣府試算に基づく 

実質GDP押し上げ効果 

約33.1兆円 
（2020年度時点） 

ICT成長 
シナリオ 

IoT・AI・BD等のICTの進展を見据
え、企業におけるICT投資や生産
性向上に係る取り組みが活性化 労働参加による経済成長資本増加による経済成長技術進歩による経済成長

 ICTを通じたTFP(全要素生産性)上昇
=広義の技術進歩による貢献。

 技術革新・規模の経済性・経営革新・
労働能力の伸長・生産効率改善など
幅広い分野の技術進歩を指す。

経済成長
（付加価値の増加）

技術進歩による労働生産性向上 資本装備率の上昇による労働生産性向上

労働生産性の向上

 ICT関連設備など(資本投入)の増加
による経済成長への貢献。

 ICT資本が投資されれば、その分設備
(ICT資本ストック)の拡大や効率化が
進むため経済成長につながる。

 ICTを通じた就業者・労働時間(労働
投入)増加による経済成長への貢献。

 一般に、働く人が増えれば、ア ウトプット
(付加価値)も増え、経済成長につなが
る。

 資本装備率の向上による労働生産性向上への貢献。
 新しい機材等の購入で1人あたりが装備する機械や設備が

多くなれば、労働生産性の向上につながる。
 TFPの向上は、経済成長のみならず、労働生産性向上にも

寄与する。

ICTの利活用ICTによる労働力向上 ICTへの投資 ICTによる労働参画の促進

経済成長率
＝TFPの上昇率
＋資本投入量の上昇率×資本分配率
＋労働投入量の上昇率×労働分配率

労働生産性上昇率
＝TFPの上昇率
+ 資本装備率の上昇率×資本分配率

労働生産性
＝付加価値額÷従業員数
※総資本・人件費・設備投資の観点から
細分化可能

経済成長
＝TFP
＋資本投入量
＋労働投入量

-2%

-1%

0%

1%

2%

3%

4%

資本寄与度 

労働寄与度 

TFP寄与度 

全体 

年度 

予測 

成長要因の分解（ＩＣＴ成長シナリオ） 

成長の要因としては 
ＴＦＰの寄与度が大きい 

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2015 2016 2017 2018 2019 2020

資本寄与度 

労働寄与度 

TFP寄与度 

全体 

年度 

ICTの進展により 
TFPが増大 

成長要因の分解 

※ＴＦＰ（Total Factor Productivity）：生産要素（労働、資本）以外で付加価値増に寄与

する部分。具体的には、技術の進歩、労働者のスキル向上、経営効率や組織運営
効率の改善など。 

ＩＣＴ成長シナリオと 
ベースシナリオとの差 
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● ICTは、（既存統計のみではとらえきれない）非貨幣価値の創出にも貢献。  

【第1章第４節】 経済社会に対するＩＣＴの多面的な貢献 

消費者余剰 情報資産 時間の節約 

• 消費者が支払っても良いと考える価格と実際に支払う価格との差。 
• ICTによる製品・サービスの低価格化・無料化によって増加。 

• ICTによる生活するための作業（調べもの、買い物等）時間の節
約によって余暇時間が増加。 

• 消費者が生成するSNS記事、レビュー等が、製品・サービスの選択
やシェアリングエコノミーの拡大等に役立つ。 

0

400

800

1200

1600

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実際に支払っている金額
の平均値  
146円/月 

(円) 

(累積回答割合) 

支払 
意思額 

消費者余剰 
204円/月 

消費者余剰の推計例 
音楽・動画サービス。20代1か月1人あたり 

※上記の例を基に、我が国における音楽・動画視聴サービスの年
間の余剰総額を算出したところ、約1100億円となった。 

（1か月１人あたりの消費者余剰額の推計を20代～60代について行い、「人
口推計」「ネット利用人口」「音楽・動画視聴サービス利用率」の統計データも
用い算出） 

情報資産と個人による価値創出 

時間の節約の推計例(ネットショッピング) 

20代～40代では8割近くがネットショッピ
ングの際レビューを参考に 

77.4% 

78.1% 

77.6% 

74.6% 

66.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20代(n=433) 

30代(n=452) 

40代(n=469) 

50代(n=480) 

60代(n=496) 

ネットショッピングによる買い物1回あたりの節約時間 

50.4 

42.9 

62.3 

52.5 

63.6 

0 20 40 60 80

20代(n=412) 

30代(n=407) 

40代(n=421) 

50代(n=428) 

60代(n=431) 

(分) 

貸し手と借り手の間でレビュー等を相互に参照、評価
することで、従来にはなかった個人対個人の取引や
経済活動が実現。 
右図は空きスペースを借りホームパーティーを行う例。 

52.3 

47.2 

41.0 

50.3 

55.0 

0 20 40 60

20代(n=412) 

30代(n=407) 

40代(n=421) 

50代(n=428) 

60代(n=431) 

(分) 

価格（P）

数量（Q）

需要曲線

供給曲線

P１

P2

生産コストの
低下

消費者
余剰

消費者余剰
（増加分）

Q１ Q2

時間の節約の推計例(情報検索) 

・シェアリング・エコノミーでは、貸し借りが成立するためには信頼関係
の担保が必要となるが、相互評価や過去のレビューの参照に加
え、ソーシャルメディア等他の情報も組み合わせることで、マッチング
の強化を図る事例もみられる。 

・レビューが関連するサービスを、口コミサイト、ネットオークション、シェ
アリング・エコノミーと登場した順にみていくと、レビューがICTの利活
用の進展も受けながら仕組みを工夫し、より多様な取引に用いら
れ、マッチング等の付加価値ももたらしていることがわかる。 



11 【第２章第１節】  IoTがもたらすICT産業構造の変化 

● インターネットにつながるモノ（IoTデバイス）の数は「自動車」や「産業用途」の分野がけん引する形で引き続き拡大。 

● モバイルデータトラヒックは、端末ではスマートフォン、アプリケーションではモバイルビデオが2020年に向けて拡大予測。 

世界のIoTデバイス数の推移及び予測 
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軍事・宇宙・航空 
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予測 

分野・産業別のIoTデバイス数及び成長率 世界のモバイルデバイスの推移及び予測 
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IoTデバイス数（百万個）（2015年） 

医療 コンシューマ 

通信 

自動車 

軍事・宇宙・航空 

コンピュータ 

産業用途 

世界のモバイルデータトラヒックの推移及び予測 世界のモバイルデータトラヒック（アプリケーション別）の推移及び予測 

• IoTデバイス数は2020年までに304億個まで増大 • IoTデバイス数の増加は「自動車」
や「産業用途」の分野がけん引 

• M2M数は2020年に向けて大きな増加が予測される 

• モバイルデータトラヒックは2015～2020年にかけて年平均成長率53%が
見込まれる 

• モバイルデータトラヒックは2020年までに4分の3がモバイルビデオになる予測 
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コンテンツ・アプリケーション プラットフォーム ネットワーク デバイス・部材 

【第２章第２節】  市場規模等の定量的な検証① 

● 「コンテンツ・アプリケーション」や「プラットフォーム」の上位レイヤーは、現在の市場規模は下位レイヤー（「ネットワーク」「デバイス・部
材」）と比べて小さいが、成長率が高く、今後ICT産業の付加価値は上位レイヤーへとシフトしていく蓋然性が高い。 

主要グローバルICT市場の規模と成長性 諸外国のeコマース市場の規模と成長性 

※横軸は対数表記 

デスクトップPC 

移動体通信インフラ 

クラウドサービス 上位レイヤー 

有料動画配信サービス 

移動体サービス（音声） 

スマートフォン 

移動体サービス（データ） 

eコマース 

モバイルPC 

固定通信インフラ 

ウェアラブル（サービス） 

ウェアラブル（デバイス） 

下位レイヤー 

タブレット 

有料音楽配信サービス 

データセンター 

センサー 

• グローバルICT市場は、全体的に上位レイヤーの成長率が高い 
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） 

eコマースが商取引に占める割合（2015年見込み） 

ヨーロッパ 北米 ラテンアメリカ アジア太平洋 
バブルサイズはeコマース市場規模(2015年見込み) 

中国 

米国 

イギリス 

日本 

インド 

ブラジル 韓国 

フランス 

カナダ ロシア 

イタリア 

インドネシア 

ノルウェー 

デンマーク 

フィンランド 
スペイン 

アルゼンチン 

メキシコ 

ドイツ 

豪州 

• eコマースは、市場規模及び成長性の観点から中国の存在感が大きい 

世界の動画配信売上高・契約数の推移及び予測 世界のデータセンター市場の地域別売上高推移 世界のクラウドサービス市場の売上高推移 

予測 

 7,839   8,490   9,202  

 3,820   3,688  
 3,968  

 2,760   3,022  
 3,305  

 14,419  
 15,200  

 16,475  
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（百万ドル） 

北中南米 欧州･中東・アフリカ アジア 

+ 8.4％ 
CAGR(16/15) 

+ 9.3％ 

+ 7.6％ 

+ 8.4％ 

• データセンター市場は堅調に拡大 • 動画配信は定額制が台頭 

予測 

+ 27％ 

CAGR(19/15) 

+ 14％ 

+ 60％ 

+ 23％ 

+ 59％ 

• PssSやCaaSがクラウドサービスをけん引 
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移動体市場におけるMVNO契約数比率(2015.9時点) 

【第２章第２節】  市場規模等の定量的な検証② 

● 固定ブロードバンドサービス及び移動体通信サービスの契約数は、アジア太平洋地域がけん引して拡大。 

● 移動体通信機器市場及びスマートフォン出荷台数事業者別シェア推移は、近年中国ベンダーのシェアが拡大傾向。 

世界の固定ブロードバンドサービス契約数の 
推移及び予測 

世界の移動体通信サービス契約数の 
推移及び予測 

各国のMVNO市場の状況 
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（百万契約） 

北米 欧州･中東・アフリカ アジア太平洋 中南米 

予測 

 391   402   410   417   424   429   434  
 1,099   1,133   1,141   1,146   1,152   1,157   1,162  

 3,704   3,889   4,015   4,118   4,194   4,165   4,205  

 726   749   767   781   788   794   799   1,126   1,173   1,217   1,249   1,266   1,282   1,296  
 7,046   7,345   7,550   7,711   7,823   7,826   7,896  
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（百万契約） 

北米 欧州 アジア太平洋 中南米 中東・アフリカ 

予測 
韓国 

米国 

豪州 

イギリス 

カナダ フランス デンマーク 

ドイツ 

オランダ 

香港 

イタリア 

日本 

• 移動体通信サービスもアジア太平洋地域
がけん引 

• 固定ブロードバンドサービスはアジア太平洋
地域がけん引 

• MVNO市場は欧州地域、特にドイツとデンマークの普及率が高い 

世界の移動体通信機器市場における事業者シェアの推移 世界のスマートフォンの出荷台数推移及び予測 スマートフォン出荷台数事業者別シェア推移 

0%
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90%
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2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

その他 
NEC
富士通 
Cisco
Samsung
Alcatel-Lucent
ZTE
Nokia Networks
Huawei
Ericsson

• 移動体通信市場はHuaweiやZTE等の中国ベンダーの
シェアが拡大 

 138   136   119   113   113   114   114  
(146) (148) (142) (137) (135) (134) (135) 

371 403 422 445 470 477 497 

 401   407   410   419   431   441   450  

 291   341   382   412   437   457   470   79  
 90   105   118  

 125   132   134  

 1,279  
 1,377   1,438  

 1,507  
 1,578   1,621   1,665  

0
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1500
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2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

（百万台） 

北米    内､西欧州 欧州・中東・アフリカ 
中国 その他アジア 中南米 

予測 

• スマートフォンは中国以外のアジア諸国、中南
米、アフリカが市場をけん引 

28.8% 24.7% 24.2% 20.0% 24.4% 21.6% 24.9% 22.3% 

15.7% 
11.6% 12.2% 19.9% 
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14.0% 
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4.9% 
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9.0% 
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4.2% 1.8% 
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3.3% 
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Q1-14 Q2-14 Q3-14 Q4-14 Q1-15 Q2-15 Q3-15 Q4-15

その他 
Lenovo
TCL-Alcatel
BBK Vivo
OPPO
LG Electronics
ZTE
Xiaomi
Huawei
Apple
Samsung

• スマートフォン出荷台数はHuawei、Xiaomi、
ZTEなど中国ベンダーのシェアが上昇傾向 
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ウェアラブル（サービス） 

産業用途・軍事 

情報機器 

フィットネス・ウェルネス 

医療・ヘルスケア（補聴器等） 

【第２章第２節】  市場規模等の定量的な検証③ 

● ウェアラブルは様々な業種が参入しており、市場としては今後デバイスを中心に拡大予測。  

● モバイルを中心として、ICTの全世界への普及が進む。 

ウェアラブル（デバイス・サービス）市場の推移及び予測 ウェアラブル端末の例 

世界における携帯電話普及率の変化 

• 携帯電話の普及率は2014年は2000年から84.2ポイント増の96.3%となり、特にインドで爆発的な普及を見せている 

予測 

デ
バ
イ
ス 

（億ドル） 

• ウェアラブルは、様々な業種が端末の開発及び付随するサービスの
提供に参入 

• ウェアラブル（デバイス・サービス）市場はデバイスの売上高が大きな割合を占める 



15 【第２章第３節】  国際的なIoTの進展状況① 

● 企業アンケート結果（日、米、英、独、韓、中の６か国対象）によると、我が国企業は、標準化への取組やデータの利活用において積極
的な姿勢が見えず、IoTにおける投資と効果の関係では、いずれの指標でみても他国に比べて低い結果がでている。 

● 我が国はインフラ整備状況に比して、ＩｏＴを活用した業務効率化などの状況を総合的にあらわした、IoT進展指標が低い。 

IoTに係る標準化に対する各国企業のスタンス 

• 標準化へのスタンスは、自ら取り組む企業が多い国（米、独、中）とそうで
はない国（日、英、韓国）に二分 

我が国企業におけるデータの利活用状況 

IoTにおける投資と効果の関係 

0

20

40
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100

日本 
(N=173) 

英国 
(N=69) 

韓国 
(N=91) 

米国 
(N=89) 

ドイツ 
(N=79) 

中国 
(N=82) 

わからない 
標準化に関心はない 
自ら標準化活動に取り組んでいないが、標準化が進展することを期待している 
自ら標準化活動に取り組んでいる、または今後取り組む予定である 

(%) 51.5  

43.5  

33.5  

22.4  

13.4  

9.4  

30.8  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

データの収集・蓄積 

データ分析による現状把握 

データ分析による予測（業績・実績・在庫管理等） 

データ分析の結果を活用した対応の迅速化やオペレーション

等業務効率の向上 

データ分析の結果に基づく新たなビジネスモデルによる付加

価値の拡大 

いずれも行っていない 

分からない (N=620) 

• 我が国企業では、データの収集・蓄積にとどまっている企業が多数であることが示
唆される 

• IoTによる投
資と効果で
は、日本はい
ずれの指標で
みても低い状
況 

 
※ただし、我が国企
業は従来のM2Mの
利活用や、IoTの導
入によるコスト削減
を追求し投資をして
きた経緯も考えられ
るため、現時点の評
価である点に留意が
必要 0
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率
・
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）
 

IoTによる投資（設備投資・研究開発投資）増加率 

日本 

韓国 

ドイツ 

凡例 
●プロセス 
▲プロダクト 

中国 

英国 

米国 
(%) 

(%) 

IoTの進展に係る指標化と国際比較 

• アンケート結果（IoT関連指標）と既存統計（無線通信インフラ指標）により各国のIoT進
展状況を指数化すると、我が国はインフラ整備状況に比してIoT関連指標が低い 
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0
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日本 
(ICT産業N=76、 
非ICT産業N=304) 

米国 
(ICT産業N=24, 
非ICT産業N=98) 

英国 
(ICT産業N=21、 
非ICT産業N=63) 

ドイツ 
(ICT産業N=21、 
非ICT産業N=88) 

韓国 
(ICT産業N=23、 
非ICT産業N=93) 

中国 
(ICT産業N=23、 
非ICT産業N=77) 

ICT産業 非ICT産業 
(%) 

【第２章第３節】  国際的なIoTの進展状況② 

● 我が国はインフラ面については課題と感じている企業が少ない。一方で人材の育成が諸外国と比べて重大な課題となっている。 

● 我が国は相対的にはIoT導入意向が低く、今後他国と差が開いてしまうおそれがある。人材の育成やユーザ企業へのIoTのユースケース
の紹介等、IoT利活用を進める必要がある。 

2020年におけるIoTによる自産業の市場拡大に関する予測 

• IoTに係る課題としてインフラ整備が各国共通の課題 

IoTの進展に係る課題の平均と変動係数 各国IoTの進展に係る課題 

0
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変
動
係
数
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普及促進に係る
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新規市場の創出 
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ネットワークインフラ整備 
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ルールの整備 

既存市場でのビジネス 
モデル確立 

人材育成 
端末・センサーの普及 

国ごとで異なる課題 

各国共通の課題 

*偏差値を平均で割ったもの。変動係数が小さいほど各国が共通して課題と認識しており、変動係数が大きく
なるほど国ごとで課題認識に差がある。 
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• 我が国は、他国と比較してインフラ整備に対する課題認識は低い傾向があるが、人材
育成について課題認識が高い傾向 

「IoTの進展・普及によって、貴

社が属する業界全体（国内）の
市場規模は先5年程度（2020
年頃まで）どの程度拡大すると
思いますか。」という質問 に対
する回答結果より作成。 

 非ICT企業のIoTによ

る自産業の市場拡大
率（予測）はICT企業

の自産業の市場拡
大率（予測）半分程
度にとどまっている。 

• 我が国企業は他国企業と比べて総じて、IoTが今後自産業・業界の規模拡大に対する予測
（IoTに係る期待）の期待水準が低い 

IoT導入状況（2015年）と今後の導入意向（2020年） 

• IoT導入につい
て、2015年では
米国を除いて、各
国が同程度の導入
状況であるが、
2020年の導入意
向では、日本は相
対的に低く、今後
米国のみならず他
国とも差が開いて
しまう可能性 
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プロセスにおける導入率 
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英国② 

中国② 

日
本
② 

2015年 2020年 

プロダクト先行 

プロセス先行 

(%) 

(%) 

韓国② 

凡例については、左図（IoTの進展に係る課題の平均と変動係数）の凡例を下記のようにグループ化した。 
●人材：「人材育成」 
●資金：「普及促進に係る政策・支援」「資金調達」 
●市場：「新規市場の創出」「既存市場でのビジネスモデル確立」 
●ルール：「データ流通に係るルールの整備」「標準化」 
●インフラ：「ネットワークの高度化・仮想化」「ネットワークインフラ整備」 「端末・センサーの普及」 



17 【第３章第１節】 ＩｏＴ時代の新たなサービス① 

● ＩｏＴ時代を象徴する新サービスとして、ＦｉｎＴｅｃｈやシェアリングエコノミー等が登場。従来にない価値創造や課題解決に資す
る事例も現れつつある。 

ＦｉｎＴｅｃｈ シェアリング・エコノミー 

決済サービスの例 

②審査に必要な 
情報を取得 

（財務状況、売上動向等） 

③人工知能が 
融資可否を審査 

中小企業 

会計サービス 

決済サービス 

ネット 
ショッピング 

銀行口座 

ＳＮＳ 

サ
ー
ビ
ス
の
利
用 

融資サービスの例 

融資サービス 
提供企業 
（Kabbage等） 

①融資を依頼 ④審査結果を通知 

シェアリング・エコノミーの仕組み 
(民泊サービスの例) 

民泊サービス(Stay Japan)の 
サイトに登録されている部屋のイメージ 

ウェアラブルデバイス サービスロボット 
・業務分野からウェアラブルデバイスの活用が進展 

←コミュニケーションロボット 
 Kibiro 
 
病院内で薬剤や検体の 
搬送を行うHOSPI→ 

・個人の多様な需要への対応、社会的課題の解決につながることが期待される一方で、 
安全の確保、利用者保護等の観点から課題も存在 

・民泊サービス等以外にも、自転車、スペース（会議室、映画館、古民家等）、
駐車スペース等、貸し手と借り手の間で多様なマッチングを行うサービスが登場 

・銀行口座、ネットショッピング
の購入履歴、SNSの情報
等を人工知能で解析するこ
とで、平均6分で融資の可
否を判断。 

・従来のサービスでは対応しき
れなかった融資需要にも対
応できる可能性があり、新
たな付加価値の創出に貢
献することが期待される。 

←Apple Pay 
 

Square→ 

シェアバイクサービス（ミナポート） 場所の貸し借り（スペースマーケット） 駐車スペースのマッチング（akippa） 

←観光分野における例 
近畿日本ツーリストによる 
スマートツーリズム 

 
警備分野における例→ 

ALSOKによる 
ウェアラブルカメラアを活用した 
ボランティア連携型警備 
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● ＦｉｎＴｅｃｈ、シェアリング・エコノミー等の認知度・利用意向をみると、国別では米国から、各国の年代別では若年層から利用
意向の上昇や利用が進みつつある。 

● シェアリング・エコノミー（民泊サービス）のデメリット・利用したくない理由を利用意向の有無別に分け各国比較すると、利用の
進展、ユーザへの認知や理解に応じて、デメリットや利用したくない理由が変遷している可能性がうかがえる。認知や理解が
進み、また、具体的な成功事例が示されることで利用者の不安が徐々に軽減され、利用が進む可能性が考えられる。 

決済・送金サービス及び個人向け資産管理サービスの認知度・利用意向・利用率 

民泊サービスのデメリット・利用したくない理由（各国比較） 
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［米国］

全体加重平均

20代(N=200)

30代(N=200)

40代(N=200)

50代(N=200)

60代(N=200)

［英国］

全体加重平均

20代(N=200)

30代(N=200)

40代(N=200)

50代(N=200)

60代(N=200)

［中国］

全体加重平均

20代(N=200)

30代(N=200)

40代(N=200)

50代(N=213)

60代(N=187)

資産管理サービスの認知度・利用意向・利用率
認知度
利用意向
利用率

単位：％単位：％

72.0 

74.5 

74.0 

75.0 

68.5 

68.5 

86.5 

93.5 

92.5 

86.0 

78.5 

81.0 

72.8 

89.0 

80.0 

74.0 

62.0 

56.0 

90.8 

96.5 

94.0 

91.5 

84.5 

82.9 

31.6 

39.5 

36.5 

34.0 

26.0 

24.0 

55.0 

81.5 

88.0 

51.5 

28.0 

20.5 

44.2 

72.5 

66.0 

38.0 

25.0 

15.0 

84.2 

91.5 

89.0 

79.0 

83.1 

74.9 

0 % 20 % 40 % 60 % 80 % 100 %

［日本］

全体加重平均

20代(N=200)

30代(N=200)

40代(N=200)

50代(N=200)

60代(N=200)

［米国］

全体加重平均

20代(N=200)

30代(N=200)

40代(N=200)

50代(N=200)

60代(N=200)

［英国］

全体加重平均

20代(N=200)

30代(N=200)

40代(N=200)

50代(N=200)

60代(N=200)

［中国］

全体加重平均

20代(N=200)

30代(N=200)

40代(N=200)

50代(N=213)

60代(N=187)

民泊サービスの認知度・利用意向
認知度

利用意向

単位：％

48.3 

52.0 

49.0 

55.5 

41.0 

44.0 

84.7 

92.5 

93.5 

83.5 

76.0 

77.0 

68.1 

85.5 

79.0 

71.5 

53.0 

47.5 

91.4 

96.5 

95.0 

92.0 

85.9 

82.9 

31.2 

41.0 

37.0 

33.5 

25.5 

21.5 

53.5 

80.0 

85.0 

45.5 

30.5 

20.5 

42.4 

68.0 

63.5 

36.0 

22.0 

18.5 

86.4 

91.5 

95.5 

81.0 

85.4 

74.9 

0 % 20 % 40 % 60 % 80 % 100 %

［日本］

全体加重平均

20代(N=200)

30代(N=200)

40代(N=200)

50代(N=200)

60代(N=200)

［米国］

全体加重平均

20代(N=200)

30代(N=200)

40代(N=200)

50代(N=200)

60代(N=200)

［英国］

全体加重平均

20代(N=200)

30代(N=200)

40代(N=200)

50代(N=200)

60代(N=200)

［中国］

全体加重平均

20代(N=200)

30代(N=200)

40代(N=200)

50代(N=213)

60代(N=187)

一般のドライバーの自家用車に乗って目的地まで移動できる

サービスの認知度・利用意向

認知度

利用意向

単位：％単位：％

民泊サービス等の認知度・利用意向 

単位：％

企業が責任をもっ
て提供するサービス
の方が信頼できる
から

利用者の口コミによ
るサービス評価には
限界があると思うか
ら

事故やトラブル時の
対応に不安がある
から

サービスの内容や
使い方がわかりにく
そうだから

個人情報の事前
登録などの手続が
わずらわしいから

この中にはない ｎ

利用意向なし 31.5 6.1 53.6 11.6 19.0 22.7 680
利用意向あり 25.7 15.4 44.1 11.1 18.3 16.2 320
利用意向なし 33.8 9.6 32.5 7.0 5.4 45.1 461
利用意向あり 54.0 21.5 28.7 10.2 7.5 10.6 539
利用意向なし 31.2 12.3 33.6 5.7 8.2 40.3 567
利用意向あり 38.7 31.1 28.6 8.4 5.1 10.7 433

日本

米国

英国

利用意向なし 12.2 24.2 45.0 12.7 20.7 22.9 164
利用意向あり 41.8 20.1 26.2 14.0 14.7 10.8 836

中国



19 【第３章第２節】 スマートフォンの普及とＩＣＴ利活用 

● 新たなＩＣＴサービスの背景には、スマートフォン等のＩＣＴ端末やソーシャルメディア等の各種ＩＣＴサービスの普及がある。 

● 我が国のスマートフォン普及率は6割程度と、他国と比べ低い。また高齢者のフィーチャーフォン利用率が比較的高い。 

普段、私的な用途のために利用している端末 ソーシャルメディアの利用状況 

単位：％ スマートフォン フィーチャーフォン タブレット
［日本］
全体加重平均 60.2% 41.9% 19.5%

20代(N=200) 87.0% 20.0% 19.5%

30代(N=200) 73.0% 31.0% 25.0%

40代(N=200) 60.0% 42.5% 21.0%

50代(N=200) 54.0% 47.5% 18.5%

60代(N=200) 35.0% 62.0% 14.0%

［米国］
全体加重平均 78.6% 18.4% 57.2%

20代(N=200) 92.5% 8.5% 67.0%

30代(N=200) 94.5% 11.5% 76.5%

40代(N=200) 83.0% 17.0% 57.0%

50代(N=200) 61.5% 23.0% 45.5%

60代(N=200) 58.5% 35.0% 37.0%

［英国］
全体加重平均 82.3% 13.9% 55.6%

20代(N=200) 95.5% 4.5% 61.5%

30代(N=200) 92.5% 7.5% 66.0%

40代(N=200) 85.0% 12.0% 52.5%

50代(N=200) 71.0% 21.5% 46.0%

60代(N=200) 64.5% 26.0% 51.5%

［ドイツ］
全体加重平均 82.3% 20.2% 45.8%

20代(N=200) 97.5% 9.5% 52.0%

30代(N=200) 94.0% 9.0% 56.5%

40代(N=200) 85.5% 15.5% 46.0%

50代(N=200) 74.0% 30.0% 44.5%

60代(N=200) 62.0% 35.5% 29.5%

［韓国］
全体加重平均 96.6% 7.8% 34.1%

20代(N=200) 100.0% 3.5% 31.0%

30代(N=200) 97.0% 7.5% 43.5%

40代(N=200) 96.0% 9.5% 37.5%

50代(N=200) 97.0% 7.0% 30.0%

60代(N=200) 91.5% 12.5% 24.5%

［中国］
全体加重平均 98.3% 5.0% 47.3%

20代(N=200) 98.5% 3.0% 49.5%

30代(N=200) 100.0% 2.5% 57.5%

40代(N=200) 98.0% 6.0% 46.0%

50代(N=213) 97.7% 5.6% 44.1%

60代(N=187) 96.8% 9.6% 34.8%

単位：％ Facebook Google+ Twitter LinkedIn YouTube Instagram Pinterest LINE
［日本］

全体加重平均 35.3 9.4 28.7 2.1 39.5 10.2 1.5 44.9
20代(N=200) 51.0 15.0 53.5 4.0 61.5 24.5 4.5 73.0

30代(N=200) 42.0 11.0 35.5 4.0 50.5 16.0 2.5 58.5

40代(N=200) 34.0 10.0 29.0 0.5 41.0 8.0 0.5 43.0

50代(N=200) 27.5 7.0 21.0 1.0 26.5 4.5 1.0 39.0

60代(N=200) 26.0 5.5 11.0 1.5 23.5 2.0 0.0 19.5

［米国］

全体加重平均 77.7 29.1 39.1 26.3 53.7 34.3 24.4 8.7
20代(N=200) 91.0 43.5 62.5 28.5 80.5 68.5 36.5 18.0

30代(N=200) 85.5 51.0 60.5 30.0 73.0 59.5 29.0 20.5

40代(N=200) 77.5 23.0 31.5 26.5 52.5 23.0 23.5 3.5

50代(N=200) 70.0 16.5 22.0 27.5 34.5 9.5 16.5 0.0

60代(N=200) 61.5 8.0 14.5 17.5 22.0 5.5 14.5 0.0

［英国］

全体加重平均 69.8 19.8 33.6 17.0 48.5 19.4 13.8 2.4
20代(N=200) 84.0 33.0 50.5 24.0 74.5 45.5 22.0 6.5

30代(N=200) 81.0 28.5 41.0 24.0 65.5 26.0 20.5 4.0

40代(N=200) 75.5 17.0 34.5 14.0 46.0 14.5 11.0 1.0

50代(N=200) 56.5 11.5 23.0 12.5 32.5 5.5 8.5 0.0

60代(N=200) 48.0 7.0 15.5 9.5 19.0 2.5 6.0 0.0

［ドイツ］

全体加重平均 64.4 18.6 12.5 5.1 47.9 10.4 5.6 1.1
20代(N=200) 81.0 20.5 16.0 4.5 73.0 26.0 13.5 1.0

30代(N=200) 70.0 24.0 16.5 4.5 54.0 15.5 4.5 2.5

40代(N=200) 66.0 20.0 15.0 6.5 42.0 8.0 4.5 0.5

50代(N=200) 55.5 16.5 10.0 5.5 42.0 4.0 4.5 1.0

60代(N=200) 52.0 12.0 5.0 4.0 31.5 1.0 1.5 0.5

［韓国］

全体加重平均 69.3 27.6 33.0 5.6 58.8 29.1 2.9 20.2

全体単純平均 69.0 27.5 32.4 5.4 58.3 28.7 2.8 19.7
20代(N=200) 79.0 26.0 29.0 3.0 63.0 47.5 2.0 24.0

30代(N=200) 70.0 30.0 34.5 7.5 60.0 39.0 7.5 28.0

40代(N=200) 64.5 26.0 35.0 7.0 58.0 21.0 2.5 21.0

50代(N=200) 71.0 29.5 36.5 5.5 60.5 21.5 1.0 13.5

60代(N=200) 60.5 26.0 27.0 4.0 50.0 14.5 1.0 12.0

［中国］

全体加重平均 16.1 14.7 9.4 6.9 12.2 4.1 2.6 4.0
20代(N=200) 24.5 17.5 14.0 9.5 17.5 8.5 2.5 5.0

30代(N=200) 23.0 22.0 13.5 10.5 18.0 7.5 5.5 7.0

40代(N=200) 13.5 14.5 9.0 6.0 10.0 1.5 1.5 3.0

50代(N=213) 9.4 9.9 5.2 4.2 5.6 0.5 2.3 2.3

60代(N=187) 4.8 5.3 1.1 2.1 7.0 0.5 1.1 2.1

［イ ド］

・融資の可否を人工知能(AI)で審査する際にソーシャルメディア上の情報を活用する例（第3章第1節参照）、 
個人対個人（C2C）の取引において相手の評判や信頼性を判断したりマッチングの精度を高めたりするためにソー
シャルメディアの情報を活用する事例（第１章第４節参照）にみられるように、ソーシャルメディアは既に社会生活
の基盤となりつつある。 



20 【第３章第３節】 公共分野における先端的ＩＣＴ利活用事例 

● ＩＣＴは社会課題解決にも貢献。 

● データの利活用・流通と安全性・コストとを両立させる方法として、ブロックチェーンや分散管理等の技術の可能性が注目され
ている。 

医療分野医療従事者向けモバイルアプリJoin 

一流講師の授業を含む3,000以上の動画を980円
/月で利用可能。多くの生徒に学ぶ機会を提供。 
海外へも展開。 

教育分野(スタディサプリ) 

Ａ病院
B病院

Ａ病院
管理者

ユーザー

B病院
管理者

グループ
（地域連携関係者等）

施設(病院)
間連携

グループ
（診療科・シフト・救急

等で作成）

各分野の認定医

相談・症例検討・共有

大学・研究機関・学会・研究会等

認証連携/専門医認定

○医療の質の向上
○医師不足の解消
○医療費の削減

Joinによる地域医療連携の効果

必要に応じ事業者や他の個人と共有

個人によるパーソナルデータの分散管理 防災・減災分野（平成28年熊本地震の例） 

事業者がパーソナルデータを
集中的に管理

＜リソースマップ（避難所）の例＞ 

＜ツイートを解析するシステムDISAANA＞ 

＜ドローンによる被災状況の把握＞ 



21 【第４章第１節】  ＩＣＴの進化と雇用、働き方 

● 我が国就労者は、テレワークやシェアリングエコノミー型ワーク、デジタルファブリケーションなどの新しい働き方で実現が見込まれる多様
な働き方に対して、米国就労者に比べて魅力を感じる人が少ない傾向がある。 

就労者におけるテレワークの認知度（日米） 就労者におけるテレワークの実施意向（認知度別） 

就労者におけるシェアリングエコノミー型ワーク
の実施意向（日米） 

就労者におけるデジタルファブリケーション 
の認知度（日米） 

魅力を感じる働き方（日米） 

• 我が国就労者でテレワークをほとんどきいたこ
とがないとする人が5割強 

2.3% 

12.8% 

4.7% 

14.3% 

15.3% 

31.0% 

23.5% 

16.5% 

54.2% 

25.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本（n=1,106） 

米国（n=1,105） 

実際に経験したことがあり、すべてをよく知っている 
具体的な内容までよく知っている 
概要ぐらいまでなら知っている 
聞いたことがある程度である 
ほとんど聞いたことがない 

• 我が国就労者では、テレワークについてよく知っている人
ほど、テレワークを実施してみたいと考える傾向 

80.0% 

75.0% 

59.8% 

35.0% 

13.7% 

20.0% 

25.0% 

40.2% 

65.0% 

86.3% 

0% 50% 100%

実際に経験したことがあり、すべてをよく知っている 
                          （n=25） 

具体的な内容までよく知っている 
               （n=52） 

概要ぐらいまでなら知っている 
             （n=169） 

聞いたことがある程度である 
            （n=260） 

ほとんど聞いたことがない 
          （n=600） 

実施してみたいと思う 実施してみたいと思わない 

• シェアリングエコノミー型ワークの日米就労者
実施意向は日本は米国の約半分にとどまる 

21.5% 

44.3% 

78.5% 

55.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本（n=1,106） 

米国（n=1,105） 

実施してみたいと思う 実施してみたいと思わない 

• 我が国就労者でデジタルファブリケーションをほとんどきい
たことがないとする人が7割強 

1.1% 

3.2% 

2.4% 

7.8% 

9.3% 

27.7% 

15.8% 

25.8% 

71.3% 

35.6% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本（n=1,106） 

米国（n=1,105） 

実際に経験したことがあり、すべてをよく知っている 
具体的な内容までよく知っている 
概要ぐらいまでなら知っている 
聞いたことがある程度である 
ほとんど聞いたことがない 

• 日米就労者ともに、「好きな時間に仕事をす
る」「好きな場所で仕事をする」働き方に魅
力を感じる人が多い 

25.4% 

20.0% 

11.5% 

13.7% 

7.3% 

4.2% 

42.3% 

36.8% 

5.4% 

10.2% 

0.0% 

30.2% 

49.0% 

20.3% 

20.9% 

14.8% 

18.8% 

11.7% 

57.8% 

54.0% 

16.3% 

20.0% 

0.9% 

8.8% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

出産や育児、親の介護と仕事を両

立する 

複数の勤務先を掛け持つ 

多様な国籍・言語の人と協働して

仕事をする 

普段使わないものや、空いている

場所を貸出す 

SNSでのつながりや交流を活かして

仕事をする 

SNSや口コミサイトでの評判を活か

して仕事をする 

好きな時間に仕事をする 

好きな場所で仕事をする 

設計や試作などの時間を短縮し

て、コンセプト・アイデア出しやデザ

インに集中して仕事をする 

組織に属さなくても、自らのコンセ

プト・アイデアを容易に形にできる 

その他 

上記に魅力を感じる働き方はない 

日本（n=1,106） 

米国（n=1,105） 



22 【第４章第２節】  人工知能（AI）の現状と未来 

● 我が国有識者は、人工知能（AI）の活用がさまざまな課題の解決に寄与すると考えており、健診の高度化や公共交通の自動運転、救
急搬送ルートの選定、交通混雑・渋滞の緩和など、社会的課題の解決が期待される分野への利活用ニーズが相対的に高い。 

人工知能（AI）のイメージ（日米） 人工知能（AI）の発展と利活用の進化（※専門家が想定する一例） 

27.4% 

35.6% 

19.3% 

26.3% 

16.3% 

17.2% 

20.2% 

10.9% 

24.0% 

19.7% 

36.9% 

14.8% 

42.3% 

22.2% 

28.9% 

33.9% 

18.6% 

10.3% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

コンピューターに自我（感情）をもたせる技術 

コンピューターが人間のように見たり、聞いたり、話した

りする技術 

人間の脳の仕組みと同じ仕組みを実現する技術 

人間の脳の認知・判断などの機能を、人間の脳の仕組

みとは異なる仕組みで実現する技術 
ゲームやクイズなどの特定の分野において、人間と同等

もしくは人間以上の能力を実現する技術 
画像や自然言語（話し言葉や書き言葉）、様々なデータ

などを分析して、その意味合いを抽出する技術 

学習や推論、判断などにより、新たな知識を得る技術 

人間を超える知能を実現する技術 

上記イメージに近いものがない 

日本（n=1106） 

米国（n=1105） 

現在および将来の我が国の課題解決に 
おける人工知能（AI）活用の寄与度 

人工知能（AI）の利活用が望ましい分野 

• 人工知能（AI）のイメージは日米で必ず一致するものではなく、また
一様ではない 

14 12 1 

0 

かなり役に立つと思う 

ある程度役に立つと思う 

ほとんど役に立たないと思う 

全く役に立たないと思う 

(単位：人) n=27 

81.5 

81.5 

77.8 

74.1 

70.4 

66.7 

66.7 

48.1 

44.4 

37.0 

37.0 

25.9 

37.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

生体情報や生活習慣、病歴、遺伝等と連動した、健康状態や病気発症の予兆の高度な診断 

路線バスやタクシー等の高度な自動運転 

渋滞情報や患者受入可能な診療科情報等と連動した、緊急車両の最適搬送ルートの高度な設定 

道路や鉄道などの混雑状況等と連動した、交通手段間での高度な利用者融通や増発対応 

監視カメラ映像や不審者目撃情報等と連動した、犯罪発生の予兆の高度な分析 

高度かつリアルタイムの需要予測や製造管理等によるサプライチェーンの最適化 

未知のサイバー攻撃や内部犯行等による不正アクセスや、不正送金などの金融犯罪の高度な検知 

高度な意味理解や感情認識等によるコンピュータと人間の対話の高度化 

利用者の嗜好やメールの履歴、発信元等と連動した、迷惑メールの高度かつ自動的な削除 

市場の値動き等と連動した、金融資産の高度かつ自動的な運用による利回りの最大化 

信用供与先の財務状況等と連動した、最適な融資額の算定による貸倒れ損失の回避 

優良顧客の優遇や感動体験の付与、需給に見合う価格設定等による、顧客の囲い込みや満足度向上 

その他 

特に活用が望ましい分野はない 

(n=27) 

 

• 我が国有識者は、人工知能（AI）の活用
がさまざまな課題の解決に寄与すると回
答 

• 我が国有識者は、健診の高度化や公共交通の自動運転など、社会的課題の解決が期待される分野への人工知能（AI）の
活用ニーズが高い傾向 



23 【第４章第３節】  人工知能（AI）の進化が雇用等に与える影響① 

● 日米就労者の職場への人工知能（AI）の導入は、現時点ではあまり進んでいない。 

● 自分の職場への人工知能（AI）の導入や、仕事のパートナーとしての人工知能（AI）に対する抵抗感は、米国就労者に比べて我が国就
労者の方が全体的に小さい傾向がある。 

 
 

• 日米就労者の職場における人工知能（AI）の導入は、現時点では
日米ともに15％にも達していない 

職場への人工知能（AI）導入の有無および計画状況 人工知能（AI）が果たす役割・機能 

• 現在において人工知能（AI）が導入されている職場で、人工知能（AI）が果たす役割・機能と
して、我が国では労働力の手助けに対応したものである傾向が強い 

1.9% 

5.3% 

3.1% 

8.3% 

5.6% 

16.5% 

63.2% 

51.9% 

26.3% 

17.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本
(n=1,106) 

米国
(n=1,105) 

既に導入されており、活用（利用）したことがある 
既に導入されているが、これまでに一度も活用（利用）したことはない 
現在は導入されていないが、今後、導入される計画がある（計画中・検討中） 
現在導入されていないし、今後も導入される計画はない 
わからない 

35.0% 

41.0% 

35.0% 

31.6% 

26.5% 

6.8% 

6.8% 

0.0% 

19.2% 

39.0% 

48.6% 

30.0% 

19.5% 

13.5% 

11.1% 

2.1% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

不足している労働力を補完する 

既存の労働力を省力化する 

既存の業務効率・生産性を高める 

既存の業務の提供する価値（品質や顧客満足度など）を高める 

これまでに存在しなかった新しい価値をもった業務を創出する 

既存の業務に取組む意欲や満足度を高める 

新しい業務に取組む意欲や満足度を高める 

その他 

日本(n=117) 

米国（n=333） 

自分の職場への人工知能（AI）導入についての賛否 仕事のパートナーとしての人工知能（AI）の可能性とそれに対する抵抗感 

6.2% 

7.2% 

29.5% 

33.6% 

47.0% 

23.7% 

12.6% 

26.4% 

4.7% 

9.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ａの考え方に近い 
どちらかというと、Ａの考え方に近い 
どちらにもあてはまらない 
どちらかというと、Ｂの考え方に近い 
Ｂの考え方に近い 

Bの考え方 
 

業務の生産性
向上や高付加
価値化、新し
い業務の創出
につながる効
果については
喜ばしいが、
業務や雇用が
取って代わら
れるなどの効
果を考えると、
人工知能（AI)
の導入の流れ
は好ましいこと
ではないと思う 

Aの考え方 
 

業務や雇用が
取って代わら
れるなどの憂
慮すべき点は
あるが、業務
の生産性向上
や高付加価値
化、新しい業
務の創造につ
ながるなどの
効果が期待出
来るため、人
工知能（AI)の
導入の流れは
好ましいと思う 

日本（n=1,106） 

米国（n=1,105） 

• 日米就労者の職場への人工知能（AI）の導入は、米国にて好
ましいことではないという回答が多い傾向 • 日米就労者の仕事

のパートナーとし
ての人工知能
（AI）として、日
本では上司に対す
る抵抗が強い傾向
があるが、米国で
は同僚、部下に対
する抵抗が強い傾
向 

• 総じて日本におけ
る抵抗感の方が小
さい 



24 【第４章第３節】  人工知能（AI）の進化が雇用等に与える影響② 

● 人工知能（AI）の導入により、「AIを導入・普及させるために必要な仕事」と「AIを活用した新しい仕事」の2種類の仕事によりタスク量の
増加が見込まれる。 

● 我が国有識者は、人工知能（AI）導入・普及により、労働力供給の減少を補完できると考えている人が多い。 

人工知能（AI）導入で想定される雇用への影響 職場への人工知能（AI）導入による 
仕事に対する意欲への影響 

人工知能（AI）の導入・普及が我が国の雇用にもたらす影響 

23 
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0 

0 5 10 15 20 25

少子高齢化の進展に伴う労働力供給の減少を補完できる 

業務効率・生産性が高まり、労働時間の短縮に繋がる 

新しい市場が創出され、雇用機会が増大する 

女性や外国人、高齢者等にとって働きやすい雇用環境が形成される 

多くの人が人工知能（AI)から取り残され、雇用のミスマッチを招く 

人工知能（AI)への依存志向が強まり、人が仕事において創意工夫しなくなる 

多くの人が雇用を奪われ、失業率が上昇する 

その他 

特に雇用に与える影響はない (n=27) 

（人） 

5.5% 

9.5% 

14.1% 

55.8% 

9.9% 

2.3% 

2.9% 日本（n=859） 

仕事に対する意欲が大きく湧く 仕事に対する意欲がある程度湧く 

仕事に対する意欲が少し湧く 仕事に対する意欲はこれまでと変わらない 

仕事に対する意欲を少し失う 仕事に対する意欲をある程度失う 

仕事に対する意欲を大きく失う 

12.9% 

15.9% 

14.6% 39.0% 

9.2% 

5.0% 

3.4% 米国（n=968） 

• 職場への人工知能（AI）導入による仕事に対する意欲
は、我が国ではこれまでと変わらないとする人が過半数 

• 国内有識者は、人工知能（AI）の導入・普及でプラス面の影響がもたらされるとの回答が多数 
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15 0 5 7 

人工知能(AI)の実用化および導入を促進する政策をとるべき 

雇用の安定性などに配慮して、人工知能(AI)の実用化および導入を慎重に進める政策をとるべき 

人工知能(AI)の実用化および導入を促進する分野と、雇用の安定性などに配慮する分野を選定するべき 

人工知能(AI)の実用化および導入は、企業の技術開発および市場の判断に委ねるべきで、政策は中立であるべき 

n=27 (単位：人) 
 

【第４章第４節】  必要とされるスキルの変化と求められる教育・人材育成のあり方 

● 人工知能（AI）普及に向けた今後と対応・準備について、我が国就労者は特に何も行わないが過半数を超える。 

● 人工知能（AI）普及において政府に期待される役割として、日米ともに就労者については「政策は中立であるべき」という回答が多数派
を占めるが、国内の有識者については「実用化および導入を促進する政策をとるべき」との回答が多数派を占める。 

• 我が国就労者は、人工知能（AI）普及に向けた今後の対応・準備について
は特に何も行わないが過半数 

人工知能（AI）の普及に向けた今後の対応・準備 人工知能（AI）活用スキルを取得するための学習環境や支援制度に対するニーズ 
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日本(n=1,106) 

米国(n=1,105) 

企業における人工知能（AI）の利用環境整備の例 人工知能（AI）の研究開発や社会への普及における、政府に期待される役割 
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日本(n=680) 
米国(n=937) 

• 人工知能（AI）活用スキルを取得するための学習環境や支援制度について、日米双方
で、「大学等高等教育機関における教育・研究の充実」が必要とする者が多い 

• 人工知能
（AI）の活用
に必要となる
資質能力の習
得について
は、現場での
経験を通じて
学ぶことがで
きる利用環境
を整備するこ
とにより、企
業における人
工知能（AI）
活用のハード
ルを引き下げ
ることが重要 

＜国内有識者＞ ＜日米就労者＞ 
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米国（n=1,105） 

• 人工知能（AI）普及において政府に期待する役割としては、国内有識者では、人工知能
（AI）の実用化および導入を促進する政策をとるべきとの回答が過半数となる 
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